
 

 

 

事務事業名 つどいの広場管理運営事業  事業コード 2116 

所属コード 065500 課等名 子ども未来課 係名 児童支援係 

課長名 石橋 浩幸 担当者名 斉田 光智 内線番号 2566 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系 

施策の柱 いきいきとして安心できる暮らし コード １ 

施策 みんなで支える子育て支援の展開 コード ６ 

基本事業 育児不安の軽減 コード ２ 

予算費目名 一般会計 ３款 ２項 １目 つどいの広場管理運営事業（017-03） 

特記事項  

事業期間 □単年度  ■単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 平成 18年度 

根拠法令等 （国）次世代育成支援対策交付金交付要綱 

（市）盛岡市つどいの広場事業実施要綱 

 

(2) 事務事業の概要 

子育て中の親子を対象に，商店街等に，気軽に訪れてもらい交流できる場を開設する。また， 

子育てや育児についての相談や，子育て情報の提供，講習を行うなど，地域の子育て支援拠点

施設としての機能充実を図り，子育てに対する不安や負担の解消を目指す。 

さらには，施設を中心市街地に設置することにより商店街組合などと連携したイベントを実 

施し，活性化を図る。 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

近年の核家族化の進行などに伴い，子育て経験が少なく，子育ての悩みを相談できる相手が

いないため，育児不安を抱え子育てに大きな負担感を感じる親の増加が指摘されている。こう

した親が家にこもりがちになり孤立化することが，やがては児童虐待につながる可能性もある

ことなどから，商店街等に親子で気軽に訪れて交流する場を開設することとし，平成 18年 7月

に大通商店街に盛岡市つどいの広場 KOKKO（こっこ）を開設した。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

  平成 22年９月には，河南地区の商業施設に盛岡市つどいの広場にこっこを開設した。にこっ

こは，一時店舗の閉鎖により別場所で開設し利用者が半減したが，平成 24 年 10 月の店舗再開

により，移設して開所し，オープン当初より利用者が多くなっている。 

  また，商店街と連携したイベントの開催などが利用者の増につながり，商店街活性化の一助

となっている。 

 

 

（平成 25年度実施事業） 



 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

主に３歳未満の乳幼児とその保護者 

 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 

(3) 25年度に実施した主な活動・手順 

ＮＰＯ法人に事業委託。 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

子育てに対する不安や負担感を軽減する。 

 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 

(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 23 年度実績 24 年度実績 25 年度計画 25 年度実績 

事業費 ①国 千円 6,133 5,380 5,600 5,380 

②県 千円 0    

③地方債 千円 0    

④一般財源 千円 10,413 13,245 1,3025 13,048 

⑤その他（       ） 千円 0    

A 小計 ①～⑤ 千円 16,546 18,625 18,625 18,428 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 350 350 350 350 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 1,400 1,400 1,400 1,400 

計 トータルコスト A＋B 千円 17,946 20,025 20,025 20,025 

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

A ３歳未満の人数 人 7,438 7,432 7,432 7,329  7,329 

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 利用者の組数（保護者と子どもを１組） 組 6,797 9,479 8,000 10,757 10,000 

指標項目 性格 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

計画 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 利用者（保護者）の利用目的のうち，

「子育て中の方との仲間づくりや交流のた

め」と回答した割合」 

■上げる 

□下げる 

□維持 

% 30.1 18.6 35.0 28.5 30 

B 利用者（保護者）の利用目的のうち，

「子どもの遊び場として利用するため」と回

答した割合」 

■上げる 

□下げる 

□維持 

% 79.0 43.5 80.0 73.0 50 



 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

孤立化しがちな子育て中の親が，親子で気軽に訪れる場を開設することにより，親同市の交

流や専門スタッフへの育児相談等を通じて育児不安の軽減が図られ，「みんなで支える子育て

支援の展開」の実現に結びつく。 

 

② 市の関与の妥当性 

育児不安や子育てに対する負担感を感じる親の増加は，子育て環境を取り巻く社会的課題で

あり，少子化対策の取組の一つとして市が取り組むべき課題である。 

 

③ 対象の妥当性 

国の要綱に基づき，乳幼児とその保護者（主として概ね３歳未満の児童及び保護者）を対象

とした事業であり妥当である。 

 

④ 廃止・休止の影響 

影響がある。 

 子育ての悩み・育児不安を抱えて，孤立化してしまうため廃止・休止はできない。 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

必要とする家庭に事業が認知されるよう周知の充実が必要である。利用者のニーズを的確に

捉えた事業内容の工夫により成果の向上が期待できる。 

 

(3) 公平性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

安心して子育てできる環境づくりが，ひいては次代を担う子どもたちを健やかに育むことに

つながり，少子化に歯止めをかける一助となるものであり，受益機会は公正である。 

 

(4) 効率性評価 

事業の管理運営に必要な経費を委託料として計上しているものである。人件費を含め削減す

ることはできない。 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 改革改善の方向性 

保育所や保健所等子育ての関する関係機関との連携を密にすることにより，必要な支援に適

切につなげるなど，より利用者のニーズに対応するサービスの提供が可能となる。 

   

(2) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

本事業と同様，地域の子育て支援拠点施設として，市内７箇所の保育所に地域子育て支援セ 

事業の妥当性 組織マネジメント 



 

ンターを開設しており，両事業の各施設担当者による連絡会議を定期的に開催しているが，こ

うした場を更に活用することにより，関係機関との連携や情報共有等の充実を図る。 

 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

■ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

□ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

  今後箇所数を増やす予定はないが，利用者を増加させるために，施設のさらなる周知や地域

子育て支援センターとの連携を図るとともに，利用者の声を聞き，事業内容について更に検討

し成果の向上をめざしていく。 

 


